
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

・大きな行事については、お太助フォン放送により市民に周知
し、参加をうながすとともに防火意識の高揚も図っている。

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

30.00

行森俊荘

チェック

・計画的に訓練等を実施するとともに、訓練内容についても随
時見直しを行いながら実施している。

・水利の点検については、費用弁償を伴わないが年１回は実施
するなど、団員の意識も変化している。
・幹部研修を実施することにより、幹部自らのスキルアップを
図るとともに、習得した知識により団員の安全確保にもつなが
る。

・方面隊によりその手法が異なるが、継続的に事業を展開し火
災予防意識の高揚は図られている。
・訓練を実施することにより、災害発生時に対応できる消防団
員となるとともに、市民の安全を守ることができる。
・４年に１度の安芸高田市消防操法競技大会により、各方面隊
とも積極的に訓練を実施し、県大会においては準優勝の成績を
残すことができた。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
塚本　真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.65

45,286

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

非常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

29

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

操法大会について計画的に運営を行うとともに適切に支援を行い、
県大会において安芸高田市消防団は準優勝という優秀な成績をおさ
めることができた。

解決できていない課題

野焼きを原因とした火災出動が多く、有効な火災予防活動を検討する必
要がある。

③

45,286

30.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

176.91%

5,504.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

演奏会　　　　６回
出初式練習　１８回

消防学校１７人　中国五県　９名
視察研修１１名　幹部研修３４名

吉田　　　５７９人
八千代　　２８５人
美土里　　３２３人
高宮　　　４５８人
甲田　　　５５８人
向原　　　４０５人
操法大会関係　　２，１８４人

目標値
（目標年度）

27.00

5,500.00

2,741.00

24年度 25年度

2,468.00

4,849.00

26,669,500

24.00

5,500.00

27.00

30.00

27.00

－

34.00 25.00

― ―

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,998,000

111,037.04115,615.38

27.00

計画値

コ ス ト

計画値

102.00

合計

人

指　標　名　等

30,828

必要人員

30,828

103.85%

－

133,942.31

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
各種訓練参加数（延べ）

対　前　年　比

人

消防団員火災予防活動
25.00

水火災、捜索出動

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,117,500

26.00

一般財源等

3,006,000

合計

120.00

25年度

36.00

3,482,500

－

27.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

－

72.22% －

142,152.78

3,308.00

計画値

－

計画値

実績値

54.00

105.00 100.00

－

－

27.00

人

千円

26.00

0.51

単位当たりコスト①

15,075,500

27.00

26年度

人

千円

年末夜警　５回、
花火警戒　２回、
火災予防パレード　１２回、
幼年消防パレード　１回、
幼年消防防火餅つき　５回
火の元点検　２回

年度実績値

24,726一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

市民を火災や自然災害から守る。

安芸高田市消防団員の訓練、出動、防火啓発活動に対する費用弁償、旅費の支払い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等39,989

24年度 25年度

国県補助金等

非常備消防費

非常備消防に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

非常備消防活動事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 26,612

人件費

活
動
・
結
果
指
標

消防音楽隊活動
単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
市内火災発生件数

指　標　名

71.00 －
各種研修参加者数（延べ）

単位 計画値 44.00

人 実績値

26年度

○

24,726

火災出動　２１回
災害出動　　１回
捜索　　　　１回
誤報　　　　３回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

24,726

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,216

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,297

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

029 総務部 危機管理室（非常備消防活動事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

・消防団協力事業所名を市のHPに掲載すると共に、出初式に
おいて感謝状の贈呈などを実施した。

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

865.00

行森俊荘

チェック

・消防団協力事業所に認定されたときのメリットを検討する必
要がある。

・少子高齢化が進む中で、前年度に比べ、団員の補充ができず
欠員数が増加した。消防団協力事業所表示制度を引き続き実施
することにより、団員の確保と活動環境の向上をはかり欠員の
歯止めと減をめざす。

・ポンプ操法大会に向けての訓練において負傷された団員に対
し、公務災害補償の手続きを迅速に行った。
・公務外における団員の疾病等での入院に対し、適切に事務手
続きを行い、入院見舞金の給付を行った。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
塚本　真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.75

59,891

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

非常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

45

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防団協力事業所の欽定期限について時期を逸することなく更新手
続きを行った。

解決できていない課題

女性消防団員の入団促進について、組織体制の確立等について早期に行
う必要がある。

③

83,347

865.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

実団員数÷定員数（865名）

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

10.00

865.00

－

96.18 95.37

100.00 100.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

7,245

3,622.502,614.00

2.00

計画値

コ ス ト

計画値

120.00

合計

人

指　標　名　等

82,310

必要人員

82,310

100.00%

－

37,026.77

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

消防団協力事業所表示証交
付

24.00

消防団員数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 30,624,333

825.00

一般財源等

5,228

合計

139.00

25年度

832.00

30,547,083

－

10.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

99.16% －

36,808.09

計画値

－

計画値

実績値 －

－

100.00

人

千円

2.00

0.60

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

消防団協力事業所表示証交付件
数。
コスト：表示証、感謝状、額。

年度実績値

54,537一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

25,000

消防団の健全な活動を支える。

消防団員の報酬、退職報償金、公務災害補償、貸与品支給、入団促進、団員名簿調整、適正配置計画、表彰、叙勲、
福祉・火災共済・互助年金、広島県消防協会安芸高田支部活動等の事務を行なう

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等77,235 23,456

24年度 25年度

国県補助金等

非常備消防費

非常備消防に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

消防団員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

非常備消防運営事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 77,350

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

社

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
定員の充足率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

79,537

計画値：定員数
実績値：12月末の団員数
コスト：年間の報酬総額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

79,537

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,960

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,112

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

045 総務部 危機管理室（非常備消防運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

・再編における新築する詰所及び廃止する旧詰所について、団
員及び地元と協議して事務を進めている。

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

58.00

行森俊荘

チェック

・車両の更新について、更新計画に基づき実施することにより
効果的な防火・消火活動を行うことができる。

・消防団の再編により旧詰所について、地元に譲渡できるもの
については譲渡することにより、解体の費用を削減することが
できる。
・新築する詰所に残る車両が減ることにより維持管理経費を削
減することができる。

・消防団の再編による新築の詰所をコミュニティセンターとし
て一般市民による利用にも対応できるものにしている。
・消防団詰所の水洗化について、優先順位をつけ計画的に実施
している。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
塚本　真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0.55

22,077

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消防施設管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

46

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

車両更新計画に基づき向原方面隊のポンプ車更新を適切に行った。

解決できていない課題

不要となった車両について今年度はオークションにかけることができず
平成２６年度に持ち越しとなった。

③

33,576

69.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

当初予算。
消耗品、燃料費、車検、修繕、保
険、税等

－

年度

81.82%

40.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は、年度当初の詰所数。
H25年度　美土里▲８（２分団
▲５、４分団▲３）、高宮▲２
（１分団▲３、６分団＋１）
コスト：詰所・機材にかかる修
繕、光熱水費、手数料等

目標値
（目標年度）

51,416.82

55.00

24年度 25年度

51.00

45.00

3,343,098

74,291.07

1.00

58.00

－

6,480,912.00 5,507,481.00

5,825,000.00 6,069,000.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

11,499,600

11,499,600.0011,919,600.00

1.00

計画値

コ ス ト

計画値

70.00

合計

人

指　標　名　等

27,493

必要人員

27,493

100.00%

79,818.57

実績値

単位当たりコスト③

実績値
消防団詰所数

対　前　年　比

棟

消防団車両の更新
1.00

消防団車両台数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,480,912

69.00

一般財源等

11,919,600

合計

102.00

25年度

72.00

5,507,481

－

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

－

95.83% －

90,012.67

40.00

計画値

－

計画値

実績値

2,970,000.00

2,827,925.00 3,343,098.00

3,075,000.00 3,992,000.00

4,958,000.00

当初予算。
光熱水費、修繕、通信運搬費、使用
料等

人

千円

1.00

0.35

単位当たりコスト①

2,827,925

26年度

人

千円

消防自動車購入（向原方面隊）

年度実績値

30,648一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

消防団施設（詰所、車両、備品類）を健全な状態に保つことにより、消防団員が迅速に水火災等の災害に対応し、市民の生
命・財産等の被害の軽減を図るとともに、消防団員の安全確保をおこなう

消防団施設（詰所、車両、備品類）の維持管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等29,094 11,499

24年度 25年度

国県補助金等

消防施設費

消防防災施設に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市消防団

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防施設管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 24,600

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

台

単位

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円
詰所維持管理経費

指標化できない成果

計画値

実績値
車両維持管理経費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

30,648

コスト：車両にかかる消耗品、燃
料、修繕、保険、自動車税等

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

30,648

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,893

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,482

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

046 総務部 危機管理室（消防施設管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

・組織再編による分団詰所、車両の再配備について団員と地元
を交えて合意を形成している。
・耐震性貯水槽については地元要望に基づく事業である。
・消火栓設置は、地元要望に基づくものと水道課と連携し工事
区間内で水利に乏しい地域へ設置をしている。

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

5.00

行森俊荘

チェック

・施設の適正な整備によって、平素の円滑な消防団活動並びに
緊急時の迅速な消火・防災活動に寄与する。
・市民の生命・財産を守る消防行政において、この耐震性貯水
槽整備事業を中心に消火栓の設置等、消防水利を確保する有効
性は大きい。
また、消防署、消防団とも連携し、整備した消防水利の維持管
理を活動の一環として実施することにより地域の防火啓発に繋
がっている。
特に消火栓あっては、地域の自主防災組織訓練内容に操作訓練
を取り入れ、住民自らが率先して操作の習得に努めており、防
火意識の高揚に繋がっている。

・消防団再編計画により、一つの分団が複数の班に分散してい
る美土里、高宮の各分団を、概ね1分団１詰所に統合整理を実
施し今年度が最終である。詰所数及び車両数の減によって維持
管理費の抑制が期待できる。
・耐震性貯水槽設置に係る全般の契約事務等は、主管の危機管
理室で行い、工事の監督は専門知識を有する建設課で対応して
いる。
・関係部署と連携して、事業の進捗管理をし効率よく実施して
いる。

・消防団詰所の統合整理を行う中で、新築する詰所について
は、コミュニティーセンターとして、一般市民による利用にも
対応できるものにする。
・消火活動において、消防水利の確保は必要不可欠なものであ
る。
・この事業は、水源に乏しい地域へ耐震性貯水槽を中心に整備
をし、消防水利を充足していくために継続して実施していく必
要がある。
しかし、現在市内の充足率は51％程度であり、地域の要望を
受け付け、予算の範囲で設置している事業であり、その大部分
が補助金によるものであることから要望に対して充分なものと
はなっていない。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.65

87,281

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消防施設整備事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

561

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防団再編計画に基づき詰所新築について完了した。
消防団詰所水洗化計画に基づき今年度は４個所実施した。

解決できていない課題

耐震性貯水槽の設置要望に対して実施基数が少数である。
消防水利台帳の整備が不十分である。

③

148,615

4.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

現況数(907)÷基準数(1,768))

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

2.00

7.00

－

51.00 51.00

51.00 51.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

52,502,692

8,750,448.677,042,487.50

6.00

計画値

コ ス ト

計画値

126.00

合計

人

指　標　名　等

179,682

必要人員

184,918

150.00%

－

8,559,780.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

耐震性貯水槽設置数
4.00

消防団詰所整備事業

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 69,867,416

5.00

一般財源等

28,169,950

合計

120.00

25年度

3.00

42,798,900

－

6.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

166.67% －

23,289,138.67

計画値

－

計画値

実績値

詰所の整備によって消防団活動が効率的になるが、防火・消火機能の指標化は難しい。
地域の要望により、老朽化した防火水槽の解体や修繕工事を行っている。

－

－

51.41

人

千円

4.00

0.63

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

美土里町横田（瀬木）
甲田町深瀬（船津）
向原町戸島（戸島５区）
向原町坂（坂２区本通り上）
吉田町小山
向原町坂（坂６区）

年度実績値

50,580一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

消防団施設の統廃合などの整備により、消防団活動の効率化及び近代化を図る。
耐震性貯水槽・消火栓を設置し水利の確保を図るとともに、地域住民の不安の解消及び生命と財産を守る。

消防団再編計画に基づき、消防団詰所の新設、解体、改築を行う。
防火水槽の設置要望を地域から受け付け、消防団幹部に諮り優先順を定める。
耐震性貯水槽設置に係る測量設計業務委託、工事請負、用地取得及びこれらの支払等。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等143,318 61,334

24年度 25年度

国県補助金等

消防施設費

消防防災施設に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

消防団
消防水利のない地域の市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防施設整備事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 179,584

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

基

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
消防水利充足数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

50,580

新築：高宮第６分団
改築等：吉田２箇所、高宮1箇
所、甲田1箇所

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

50,580

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

5,334

5,236

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,297

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
2

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

561 総務部 危機管理室（消防施設整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

246.00

行森俊荘

チェック

・移動系防災行政無線は、災害対応時の通信手段として継続的
に整備をしていくことは防災行政に有効な事業である。
・消防団の活動において、指揮命令系統を支える上で情報伝達
は必要不可欠な手段であり、火災防御・水防活動・行方不明者
捜索と広範囲にわたる活動において、人員把握などの緊密な連
携が必要な事態に防災行政無線の使用は大きな効果を発揮す
る。

・防災行政無線の電波を統一したことにより、各町の機器の維
持管理を一括して行うことができ、運用の統一を図ることがで
きる。

・災害時に備え、職員等が使用する移動系防災行政無線の維持
管理業務を行うなど、連絡伝達手段の確保は必要であり、災害
対応の装備を整備していくことで市民の安全安心を守る手段に
通じることから妥当な事業である。
・お太助フォン導入に伴い同報系無線を廃止としたため、維持
管理費の削減となった。今後はお太助フォンを活用した情報伝
達手段の構築を目指し機器の整備が必要となる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0.04

6,493

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防災施設管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

52

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

お太助フォンを導入したことにより八千代・向原の同報系無線の運
用を廃止した。

解決できていない課題

八千代・向原の同報系無線の屋外子局について設備がそのまま残ってい
るため撤去する必要がある。

③

6,493

223.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

県防災無線専用回線（本庁～向原）
地震情報システムＡＤＳL回線利用料
衛星電話回線使用料
保守点検業務委託料（八千代・向
原）H25実施せず
戸別受信機修繕料（向原）

目標値
（目標年度）

761,000.00

1,564,004.00

1.00

24年度 25年度

1.00

1.00

1,568,561

741,463.00

1,568,561.00

0.00

246.00

682,920.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0.00

計画値

コ ス ト

計画値

92.00

合計

人

指　標　名　等

30,397

必要人員

30,397

#DIV/0!

76.83

円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
県総合行政通信網の負担金

対　前　年　比

回

固定系防災無線機の台数
6.00

移動系無線機の台数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 19,530,000

246.00

一般財源等合計

7.00

25年度

246.00

18,900

－

0.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

100.00% －

79,390.24

1.00

計画値

－

計画値

実績値

災害に備え、防災施設を健全な状態に管理することは重要であるが、防災に対する効果を指標
化することは難しい。

2,668,000.00

201,400.00 0.00

－

人

千円

0.00

0.46

単位当たりコスト①

1,564,004

761,000.00

26年度

人

千円

お太助フォンの導入により、固定
系防災無線の運用を廃止した。

年度実績値

2,982一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

災害時に市と市民、市と県及び支所等の通信手段を確保する。

移動系防災無線機の維持管理、固定系防災無線及び個別受信機の維持管理、県総合行政通信網の負担金支払。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,167

24年度 25年度

国県補助金等

消防施設費

消防防災施設に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民及び職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

防災施設管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 26,502

人件費

活
動
・
結
果
指
標

防災情報端末使用料
単位

単位

台

単位

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

75,600.00

防災行政無線（同報系）
維持管理費

単位 計画値 －

円 実績値

26年度

○

2,982

固定局（本庁　１）
可搬型（支所　５）
携帯１５６台（市３４・団１２
２）
車載　８４台（市２９・団５５）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

2,982

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,895

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

326

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防災対策の充実
3

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

052 総務部 危機管理室（防災施設管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防災対策の充実
1

26 3

4,741

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,075

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

10,842

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

10,842

防災会議の出席者は、国、県、防
災関係機関、市部長以上が出席
し、地域防災計画の修正等の協議
を行っている。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

27.00 －
補助金交付数

単位 計画値 20.00

回 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

自主防災組織設立割合
（届出分）

指標化できない成果

計画値

実績値
非常食の備蓄率

活
動
・
結
果
指
標

非常食（乾パン）の備蓄
単位

単位

回

単位

枚

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 8,474

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

災害対策事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

災害対策費

災害対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民及び職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・住民の生命・財産を災害から保護するため、防災計画の検討・修正を行うとともに、災害予防、災害応急対策、災害復旧
等の総合的な防災行政の整備・推進を図る。
・自主防災組織の設立・育成を図り、災害時における地域での体制・活動に備える。

・防災会議の開催し、地域防災計画の修正を行う。
・平常時の防災対策及び災害の発生時またはそのおそれがある場合の対策・対応に当たる。
・自主防災組織の設立促進、防災訓練の推進、資機材購入補助申請及び支払い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,458

実績値

10,842一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

計画値1,882枚（県数値）
備蓄数1,890枚

年度

8,192.00

人

千円

1,890.00

0.56

単位当たりコスト①

8,192.00

85.00

32.00

20.00 26.00

－

－

90.00

110.57

（組織世帯数＋連絡網のみ）÷全
世帯数

計画値

実績値

85.00

74.00 87.60

－

100.00% －

56,000.00

10.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

一般財源等

1,273,608

合計

93.00

25年度

1.00

70,000

－

1,890.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 56,000

1.00

毛布の備蓄
1,890.00

防災会議の開催

－

実績値

計画値

100.00%

－

70,000.00

食 実績値

単位当たりコスト③

実績値
自主防災組織設立数

対　前　年　比

団体

計画値

コ ス ト

計画値

112.00

合計

人

指　標　名　等

13,215

必要人員

13,215 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

0.00673.87

1,890.00

1,890.00

1.00

7,424.00

－

122.00 122.00

122.00 122.00

－

8,192.00

3.00

24年度 25年度

5.00

6.00

8,192.00

200.00%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値6,714食（県数値）

設立事業２、資機材購入事業２、
防災訓練事業２３

高地自主防災会
郷野地区自主防災会
船木地区自主防災会
来原地区コミュニティづくり連絡
協議会
深瀬自主防災会
下根振興会

目標値
（目標年度）

年度

備蓄量÷県の示す数量

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

10,533

1.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

自主防災組織の未設立地域に働きかけを行い６組織が新たに設立さ
れた。

解決できていない課題

賞味期限のある備蓄物資について購入計画の見直しを行う適切に購入し
ていく必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

53

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.50

10,533

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

災害対策費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

行森俊荘

チェック

・備蓄品の購入は、これまでの計画的な購入により、乾パン・
毛布・簡易トイレは目標値に達していることから、今後は乾パ
ンの賞味期限到達による入れ替え分の補充を行う。
・災害時の備えとして、備蓄品の整備は有効な対策である。

・災害対応に関して、本庁職員の配置は、出身町に配慮し各支
所に割り振り応援体制を整えている。また、消防団と連携して
災害対応行うことができるよう会議を通じて、随時情報提供を
行っている。
・備蓄品は、市内各地域に行き渡るよう各支所で保管・管理を
行っている。
・重要施策として地域防災力の強化、いわゆる自主防災組織の
設立・活動促進に取り組み補助金制度を活用している。地域か
らの防災意識高揚により被害を最小限に食い止める手段として
継続していく必要がある。

・災害対策基本法第42条に基づき、地域防災計画を策定す
る。
・同法第16条に基づき、防災会議を開催する。
・災害救助法第４１条第３号（基金の運用）「第２３条１項に
規定する給与品の事前購入」に基づき、備蓄品を整備する。
・大規模災害における応急救助の指針に基づき、応急体制の整
備に努める。
・災害時の応急対策及び備えの対策として必要不可欠な事業で
ある。

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

－

－

84.00

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 交通安全対策の充実
1

26 3

夏の交通安全運動期間に合わせて
市内６会場で開催する高齢者交通
安全教室の参加者

－
広報掲載回数

単位 計画値

交通安全パレード参加人数
計画値

3,048

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,971

1,928

24.00

257.00

24.00

4.00

4.00 4.00

財源（千円）

指　標　名

4.00

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,922

4.00

回 実績値

26年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,809

人件費

国県補助金等国県補助金等

○

○

合計

×

○

1,922

春の全国交通安全運動における出
発式のパレード参加者

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

市
民
参
画

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

○

×

×

○

×

○

×

×

×

×

○

○

○

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
交通事故件数

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

交通安全推進事業

3 平成

24年度 25年度

交通安全対策費

交通安全対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

交通安全に対する意識を高め、日常生活の中で一人ひとりが交通ルールを順守することにより、交通事故件数の減少に努め
る

交通安全パレード、交通安全教室、交通安全テント村の開催、交通安全広報、パトロール等

財源（千円）

 直接事業費

実績値

1,922一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.36

一般財源等合計

113.00

計画値

実績値

－

25.00% －

800.00

計画値

－

コ ス ト

高齢者交通安全教室参加人数
実績値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
交通安全テント村啓発人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

25年度

800.00

－

250.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

200.00

250.00

－

97.28%

－ 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

72.00

合計

人

指　標　名　等

4,857

必要人員

4,857 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

パトロール回数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

－

－

250.00

250.00

200.00

24.00

－

200.00 200.00

－

－

－

150.00 141.00

－ 84.00

－

24.00

200.00

24年度 25年度

800.00

24.00

400.00%

啓発人数
＝テント村参加者＋ドライバー

目標値
（目標年度）

年度

市内人傷交通事故総件数、計画値
は第９次市交通安全計画目標値

年度

6,899

200.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

交通弱者と言われる子供と高齢者の交通安全を進めるため、社会福
祉協議会、民生委員、教育委員会など他機関団体の協力を得て、チ
ラシ等を配付して啓発活動を広めた。

解決できていない課題

交通事故発生件数が年間100件以上の状態が続いており、目標値に近づ
けない。高齢者事故が全体の4割を占め減少できていない。交通安全運動
推進隊員の高齢化が進み、後継者確保に苦慮している

③

行森俊荘
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

月２回、各町で開催

四季の交通安全運動期間中の広報
活動

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

65

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

0.61

6,899

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通安全推進事業費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている9

電話
梶森　正敬

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

受益者負担を検証している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

チェック

○市内で発生した交通事故件数や形態で判断するしかないが、
事業内容が件数に反映するとは限らない。

○現存する他団体のほか、参加団体を発掘し、参加を呼びかけ
ることが効果的である。

○慣例的に開催している事業であり、開催時期や内容について
関係機関と協議することが大切である。
○活動者が高齢化しており、次世代の参加を促進させる必要が
ある。

○主催は様々であるが、市民団体との協賛により実施してい
る。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

200.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 交通安全対策の充実
2

26 3

1,863

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,260

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

6,758

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

×

○

×

×

6,758

カーブミラー、ガードレール、白
線等の整備発注件数及び実績額。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

%
要望対応率

指標化できない成果

計画値

実績値
交通事故件数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,458

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

交通安全施設整備事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

交通安全対策費

交通安全対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

交通安全施設を利用する市民。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

交通安全施設の設置や維持管理を行い、車両及び歩行者の安全確保を行う。

交通安全施設の設置及び維持管理（カーブミラー・ガードレール・白線等）。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,458 5,653

実績値

6,758一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

カーブミラー等の交通安全施設が
破損した場合の修繕件数及び実績
額。

年度

人

千円

5.00

0.22

単位当たりコスト①

100.00

－

－

100.00

ー

予算の都合で、H26年度施行す
る要望もある

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

－

82.35% －

352,305.88

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

424,803

合計

74.00

25年度

17.00

5,930,925

－

10.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,989,200

14.00

交通安全施設修繕箇所
10.00

交通安全施設設置箇所数

-

実績値

計画値

－

－

423,637.50

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

44.00

合計

人

指　標　名　等

8,321

必要人員

8,321 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

457,800

91,560.0084,960.60

5.00

10.00

20.00

－

150.00 141.00

\－ ー

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

市内交通事故総件数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

9,718

35.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

毎年多くの要望が上がっているが、現地確認や要望内容を精査した
うえで設置・修繕をしており、管内の交通危険個所の減少が交通事
故件数の低下につながっている。

解決できていない課題

引き続き設置・修繕が必要な個所があり、新たな要望も上がってきてい
るので、速やかに解決する。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

66

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.40

4,065

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通安全施設整備事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている9

電話
六信　翔

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

行森　俊荘

チェック

◇実績値が計画値に及ばないのは、ガードレール、ガードパイ
プ等の単価の高い修繕・設置工事等を行ったためであり、実質
的な事業成果についてはこの限りでない。

◇交通事故等の分析を行い危険箇所の把握を行うとともに、交
通事故等の発生状況から設置箇所の有効性を判断せざるを得な
い。

◇県交付金事業であり、効率的に実施できるものであるが、県
交付金事業が縮小される場合の自主財源確保が課題である。

◇一括発注による支所人件費については削減の余地があるが、
緊急を要する案件について一括発注はなじまない。

◇県交付金事業であり、地域住民のニーズに沿うよう、現地確
認やヒアリングなどを実施し、計画的かつ効率的に実施する。
ただし、突発的に起こる緊急を要する案件については、事故防
止の観点から早急な対応が求められる。

◇事業にあたっては、市民からの要望が主であり、ヒアリング
等で確実に要望に応えられるように実施している。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

20.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

066 総務部 危機管理室（交通安全施設整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

防犯活動推進事業
総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

26 3

国県補助金等

年度

4,318

9,122

6,275人件費

直接事業費国県補助金等9,353 7,499

単位 計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

合計

○

○

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

○

直接事業費 9,318

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
犯罪発生件数

指　標　名

計画値

実績値

防犯活動を行う市民団体、および防犯活動に関心ある市民

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
2

1

 直接事業費

25年度

諸費経費

諸費経費

総務費

総務監理費

款 2

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

スポーツ大会参加人員
単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

13,636

－

安全安心情報発信

9,766一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

9,766

青色防犯パトロール講習を含む
（６町合同研修会は１回として計
上）

人件費 受益者負担

年度

今後の計画値
（計画年度）

42.00

一般財源等合計

143.00

25年度

51.00

一般財源等

人

－ 年度

112.00 134.00

- -

－

26年度

－

82.35% －

－

300.00

8.00 －

－

－

24年度 25年度

0.51

26年度

千円

地域安全推進員研修会

－

計画値

245.00

単位当たりコスト①

コ ス ト

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

55.00

244.00

対　前　年　比

回

青色防犯パトロール車
245.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

300.00

○

9,766

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

102.00

合計

人

指　標　名　等

4,514

必要人員

244.00

99.59%

－

228.00

46.0072.00

18.00

240.00

225.00%

300.00

－

年度

－

－

年度

犯罪発生の計画値は設定しない

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

青少年健全育成目的少年野球大会、
中学生野球大会、柔道剣道大会開催

パトロール人員４名
市内全域をパトロールする
緊急雇用事業ではなくなったが、
市の事業として引き続き計画表に
基づき、警戒方面・役割を分担し
実施する

事件発生時に被害未然防止の為、
お太助フォンにより市民へ発信す
るので、事件発生状況で発信回数
が変動することから、計画値は設
定しない

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

研修内容については、特に高齢者被害の身近な事例を上げるように
努め、推進員の理解をより深めた。　地域の青色防犯パトロールに
ついては、団体を統合し、事務の合理化を図るとともに、車両を増
加させ見守り活動を推進させた。

解決できていない課題

地域安全について、推進員による活動にかたより、地域ぐるみでの意識
が浸透しきっていない。

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

15,628

年度

○

○

×

×

○

○

－

0.77

8,129

受益者負担を検証している

効
率
性

防犯施策を推進し、防犯活動に反映させ地域防犯意識を認識させる
警察と防犯関係団体との連携を密にし、犯罪件数を減少させる

青色防犯パトロール車による見守り活動を支援する
防犯ベスト、腕章の貸与、およびステッカー、防犯手帳の配付

完了した

縮小して継続する

有
効
性

×

○

250.00

－

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

チェック

○青色パトロールの参加車両、及びパトロール回数を増加させ
る必要がある。
○配布資料の有効活用、地域安全活動への参加体制づくりに工
夫が必要である。

○

○

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

行森俊荘

○防犯は地域住民の協力が不可欠なテーマであり、今後も地域
振興会をはじめとする地域組織と連携していく必要がある。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○緊急雇用対策での青色パトロールは、市内全域をくまなくパ
トロールするほか、犯罪発生に応じてタイムリーな活動を実施
しており、非常に効果がある。
○各地域での青色パトロールは、計画的なパトロールがなさ
れ、地域の日常に溶け込んでいる。
○地域安全推進員研修会は、、地域への情報発信手段として、
かつ警察・市・地域間の情報共有の場として非常に有効であ
り、継続の必要性が高い。

○身近な地域安全活動としての認知度は高く、活動の輪が広
がっている。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
梶森　正敬

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯推進事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

61

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

061 総務部 危機管理室（防犯活動推進事業）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
4

26 3

5,926

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,341

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

6,934

○

×

○

○

合計

○

○

○

○

○

×

○

×

○

○

○

○

6,934

地元管理の防犯灯の新規設置、
移設、専用柱の取替に対する補
助金の交付灯数。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

件
犯罪発生件数

指標化できない成果

計画値

実績値
防犯施設電気料金

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

灯

単位

灯

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 39,425

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

防犯施設管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

諸費

諸費経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

防犯・安全施設を利用する住民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

防犯施設の維持整備を行うことで、犯罪の発生を未然に防止し、安全ですみやすい地域とする

・防犯灯設置事業補助金の交付
・市管理防犯灯の維持管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,455

実績値

6,934一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

市が管理する防犯灯の修繕、移
設、撤去、新設灯数。
LED化によるものを含む。

年度

人

千円

35.00

0.70

単位当たりコスト①

1,682,100

　防犯灯の整備及び屋外監視カメラの設置は、犯罪発生の抑止や検挙に効果があるものと考えられる。
しかしながら、犯罪発生要因は多様であり、犯罪発生件数の比較のみでこの事業による効果を指標化す
ることは困難である。

－

－

1,346,000.00

計画値は設定しない。計画値

実績値

－

4.90% －

32,401.57

2.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

一般財源等

1,554,776

合計

76.00

25年度

1,081.00

2,693,000

－

30.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 35,026,095

53.00

市管理防犯灯修繕及び工事
数

100.00

防犯灯設置事業補助金交付
数

－

実績値

計画値

31.43%

－

50,811.32

実績値

単位当たりコスト③

実績値
防犯カメラ設置基数

対　前　年　比

基

計画値

コ ス ト

計画値

140.00

合計

人

指　標　名　等

45,351

必要人員

45,351 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,110,000

100,909.0944,422.17

11.00

28.00

60.00

－

1,162,026.00 1,167,707.00

1,380,000.00 1,291,000.00

－

841,050.00

2.00

24年度 25年度

2.00

2.00

2,000,000

1,000,000.00

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

屋外監視カメラの設置。
平成23年度から実施。
平成25年度末総設置数6基。

目標値
（目標年度）

年度

危機管理室管理の防犯灯及び防
犯カメラの電気料金。

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,796

286.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・地元管理の防犯灯について，ほぼLED化が完了したことに伴い
制度を見直し，平成25年4月より新しい防犯灯設置事業補助金制
度を施行。新制度は，要望が増加傾向にあった老朽化した木柱の取
替・設置場所の移設にも対応。また，合わせて，明朗かつ適正な補
助金交付ができるよう補助金交付手続きの見直しを行った。
・市の工事によって施工する防犯灯のLED化は，ほぼ完了した。

解決できていない課題

・防犯の観点から主要道路等における防犯カメラの設置要望が増えてい
る。
・有線放送の廃止に伴い，有線柱へ設置中の市管理防犯灯について，必
要に応じて移設または必要な事務手続きを急ぐ必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

63

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.41

8,796

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯施設管理事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
齋藤　香代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

行森俊荘

チェック

○ＬＥＤ化によって，省エネルギー化並びに地球温暖化対策
を図ると同時に，これに関わる電気料金を抑えることができ
る。
○「防犯灯設置事業補助金制度」については，市内業者によ
る指定工事店制度を取り入れ，申請手続きを指定工事店が代
行することとしたことで，地域住民による手続きを簡素化し
た。

○合併前の町毎に異なっていた防犯灯の維持管理基準を統一
したことにより，市全域において地域管理防犯灯への補助要
望に対応しやすくなった。

○新たな基準により６町の均一化を図り，市管理防犯灯につ
いて維持管理を行っている。
○中国電力による蛍光管交換の有償化（Ｈ23年４月から）に
伴い，地域管理の防犯灯についてＬＥＤ化を促進するため
「ＬＥＤ防犯灯補助金制度」改正を施行。多様化したニーズ
に対応するため，Ｈ25年度より制度の一部を改正し，「防犯
灯設置事業補助金制度」を施行。

○「防犯灯設置事業補助金制度」について，通知公報やホー
ムページで周知を図っている。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

70.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

不当要求行為等対策事業
総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

26 3

国県補助金等

年度

2,625 1,711人件費

直接事業費国県補助金等0

単位 計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

合計

×

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

○

直接事業費 72

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
不当要求行為等対応責任者

指　標　名

計画値

実績値

不当要求を受けた職員
全職員

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
2

1

 直接事業費

25年度

諸費経費

諸費経費

総務費

総務監理費

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

2,697

－

78一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

78

全職員を対象とする

人件費 受益者負担

年度

今後の計画値
（計画年度）

0.00

一般財源等合計

39.00

25年度

280.00

一般財源等

研修会に替えて管理職対象に暴力追放広島県民会議への受講を推進した。不当要求行為は各課
において散発したが、その都度管理職が適切に対応し収束させており、事案拡大を防いだ。

－ 年度

1.00 0.00

1.00 1.00

－

26年度

－

0.00% －

－

－

－

－

1.00

24年度 25年度

人0.31

26年度

千円

不当要求行為等対応研修会

－

計画値

単位当たりコスト①

コ ス ト

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

78

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

62.00

合計

人

指　標　名　等

2,697

必要人員

－

410.00429.00 410.00

－

－

年度

－

－

年度

管理職を対象とする

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

個々発生した案件で、不当要求防止責任者に助言したところ、ク
レーマーに対して責任者自ら対応し解決できている。

解決できていない課題

個別不当要求に対して、部下が対応しきれない場合に上司が補佐すると
いう、不当要求防止責任者としての認識が完全には浸透していない。

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度）

1,711

年度

○

×

－

0.21

1,711

受益者負担を検証している

効
率
性

全職員が不当要求行為に対して、毅然と対応できる体制を構築し、公務の公正かつ円滑な執行と職員の安全を確保する

不当要求行為等の対応要領研修、および不当要求案件の処理

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

有
効
性

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

改善項目

①

②

○

○

○

チェック

○職員が公務を行う上で必要な対策である

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

行森俊荘

○市職員を対象としており、市民参画はない

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○不当要求が大きくなるまでの初期段階で対処解決している案
件が増加し、能力が向上している

○規則や要綱に沿った対応を職員一人ひとりが理解し体現する
ことが大切である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
梶森　正敬

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

64

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

19

火葬場費

一般会計27 3

1
3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

会計名

款

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

－

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

45,968

45,968

平成25年度
・火葬件数　　　475件
・式場（通夜）　　31件
・式場（葬儀）　　47件
・動物火葬　　　127件

市
民
参
画

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

○

○

○

○

○

×

○

○

×

26年度

29,793一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

25年度

千円

受益者負担

25年度

○

○

○

合計

×

受益者負担を検証している

○

コスト

×

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

67,066

施設維持管理運営費
(指定管理委託料）

単位 計画値 ー

円 実績値

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円
式場利用1件当たり費用

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

受益者負担

活
動
・
結
果
指
標

式場等利用件数
単位

単位

件

単位

円

対　前　年　比

単位

コスト（千円） 財源（千円）

直接事業費 31,669

人件費 15,758

 直接事業費

人件費 受益者負担5,786 4,815

葬斎場にて行われる通夜・葬儀・火葬が常に正常に行われるように、指定管理者と常に連携をとり施設の状態がいつも良い
状態に保たれるように維持管理を行っていく。
また、施設周辺の環境にも配慮し年に1度環境影響調査を行う。

国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

16,175

24年度

14,145

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

火葬場施設管理・運営事業

4 平成

主要施策

火葬場等の管理運営

平成

0.70

一般財源等合計

36.0055.00

37,455 一般財源等 71,881

0.60

実績値

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト①

464.00

火葬1件当たり費用
(霊柩車運行業務を含む）

41,537,892.00

コ ス ト

人

今後の計画値
（計画年度）

0.00

年度

25,000.00

{管理経費×（式場面積分15.52％）
－施設使用料）}÷利用件数

400.00

単位当たりコスト②

年度

- 52,650.00 －

－

30,000.00計画値

実績値

0.00

新しい葬斎場は、従前の火葬場になかった待合室や式場などが設置され、空調設備など整備をされている
ため、施設管理経費は増大してしまう。今後の運営により指定管理委託料を精査検証していく。

30,000.00

31,669,336.00

714,575.00

ー

ー

－

102.37% －

1.00

計画値 0.00

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

0.00

24年度

480.00

－

－

475.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
環境影響調査

対　前　年　比

回

計画値

計画値

コ ス ト

ー 1.00

－

－0.00%－

時間外勤務手当 千円

－

計画値

維持修繕費
1,480,000.00

火葬件数
500.00

実績値

1.00

202.00

#VALUE!

合計

人

指　標　名　等

23,310

必要人員

－

ー

年度

24年度 25年度

50,237.00 54,273.00

ー

51,110,000.00

25,000.00

26年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成25年度から指定管理者制度による運
営

施設周辺の環境影響調査
施設周辺の水質調査　44戸

目標値
（目標年度）

年度

{（管理経費（霊柩車運行経費）－
施設使用料）}÷火葬件数

－

190.00

－

44,000,000.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

　平成25年4月1日から指定管理者制度により、貸館業務・霊柩車運行業務・
火葬業務（人体・動物）を実施した。接遇などの苦情を受けるようなことはな
く、丁寧な対応により利用者からの満足度は高かった。（アンケート記載内容
による）
　老朽化した旧火葬場4施設を解体し、関係地域との覚書事項である井戸水調
査、排煙（ダイオキシン）調査を実施した。
　また、葬儀関係者の方へ湯茶などの対応に不便である旨の苦情を受けてした
め、関係者控室へ流し台の設置したり、除雪機の購入事業を行った。

解決できていない課題

　携帯電話が入りにくい業者（AU)は、来年度の10月頃に対応予定。
（他者2社は対応済）
　葬儀業者、霊柩車運行業者・行政関係者・葬斎場職員の関係者会議を
年●回程度予定していたが、葬儀の予定などで1回しか開催できなかっ
た。運営を円滑に行うためにも、

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

116

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

火葬場運営費

火葬場管理運営費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

市民部　市民生活課

内　　　容

項

目

1

1

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市民

利用者の要請に対し、式場等の利用・火葬業務が常に実施できるように施設を指定管理者と共に施設管理を行っていく。
また、地元協定により葬斎場周辺の環境についても監視を行う。

施　 策

56,123

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

有
効
性

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
井木　一樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

4 衛生費

市以外が実施主体になりえない事務事業である

効
率
性

中村　慎吾

チェック

○

○

　新しい葬斎場は、指定管理者制度などの運用により市以外の
実施主体で管理運営を行うことでコストなどの削減をすること
が出来る。
　平成25年度予算は、旧火葬場の解体工事に伴う設計・工事
費や、新葬斎場の除雪機の購入費、流し台の新設工事費などが
含めれているため、前年度と比して増額している。
　平成26年度は、指定管理委託料・環境影響調査(井戸水調査
等）の予算構成になっている。

　利用者の要請に対し、式場等の利用・火葬業務が常に実施で
きるように施設を指定管理者と共に施設管理・改善を行ってい
く。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

担当部課

作成者氏名

0826
（42）1126

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

○

備考欄（留意事項）

　市民の要望どおり、常に式場の利用・火葬業務が実施できる
ように、指定管理者と常に連携し問題を解決していく。

○

○

○

保健衛生費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

・式場（通夜）　31件（目標100件）
・式場（葬儀）　47件（目標100件）
・待合室　　　124件 （ 目標200件）

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

480.00

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

116 市民部 市民生活課（火葬場施設管理・運営事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

・樋門管理については国・県から市に委託され、それを地元に
再委託している。しかしながら高齢化等により再委託先がみつ
からない場合がある。

×

款 8

国や県と重複のない事務事業である

3

39.00

賀志古　恵

チェック

・占用・改築については、河川法等に基づき、適正に対処して
いく。必要に応じて専門的職員の助言を仰ぎ、指導していく。

・樋門の点検・操作を行うことにより、出水時における河川増
水を最小限に抑えることができる。

・各現場において施工方法が異なるため現状の実施方法が適切
と思われる。

・普通河川等保全条例第1条の規定に準じ、個人等が占用・改
築申請をし、市及び関係機関が適正な審査をし許可する。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.75

10,507

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

河川維持管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

河川費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

56

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

17,772

80.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

220.00%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

河川占用・改築の申請件数

目標値
（目標年度）

5.00

24年度 25年度

11.00

22.00

80.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

20.00

計画値

コ ス ト

計画値

73.00

合計

人

指　標　名　等

8,620

必要人員

14,856

95.24%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
占用・改築申請数

対　前　年　比

件

美化団体数
24.00

樋門管理

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

80.00

一般財源等合計

79.00

25年度

80.00

－

26.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

100.00% －

――

計画値

－

計画値

実績値

状況に応じ現地調査し対応している。
法厳守と早期の事務処理

－

－

人

千円

21.00

0.55

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

22.00 美化団体数

年度

39.00

実績値

4,749一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

7,350

河川の浚渫、護岸の補修工事を行い機能維持に努める。
占用・改築については普通河川等保全条例第1条の規定等に準じ、適正に許可する。

河川に土砂が堆積しているため浚渫、崩壊護岸の補修
占用・改築については、申請に基づき、利便性を考慮しながら審査し、指導や境界確認、占用・改築工法等の手続きを行
う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等11,720 7,265

24年度 25年度

国県補助金等

河川維持費

河川維持管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

河川を利用する市民、河川の周辺住民
市が管理する普通河川等について、占用・改築などを要望する者、またそれらを利用する者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

河川維持管理事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 10,265

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

団体

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

12,099

国河川の樋門管理　６９ヶ所
県河川の樋門管理　１１ヶ所

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

12,099

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,591

6,236

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,052

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

056 建設部 管理課（河川維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　改良計画段階から地元住民には説明会等により協議及び情報
の提供を行っている。

×

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

3

55.00

岩崎　邦久

チェック

　成果指標・目標達成等については、河川事業への予算配分が
現在の市の財政状況では厳しい状況である。
　担当する人材については、現在事務職員が事業の経験を生か
し対応している。

　現在の改良計画は、当該河川の流量等を勘案し断面を決定
し、二次製品等を利用するなどコスト縮減に取り組んでいる。
人件費を削減すればコストの縮減は可能である。
　しかし、現状からの人数の削減では事業対応が困難になる。

　実施に当たっては、当該地元説明を行いながら実施してい
る。
　サービスの適正に関しては、当該河川の計画が過剰な計画に
なっていないかで判断している。
　他事業との統合については、県管理河川事業等と統合できる
可能性はある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
山口幸弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.35

6,364

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

河川改良費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

河川費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

57

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　河川改良断面を勘案し、二次製品を利用することに変更してコス
ト縮減を行った。

解決できていない課題

③

6,364

0.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

指標（整備率）
当該河川整備済延長/当該河川計画総
延長

46.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

25.00

－

0.00 17.00

0.00 17.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

25.00

合計

人

指　標　名　等

5,001

必要人員

5,001

－

254,560

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

事業河川の整備延長

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,000,550

25.00

一般財源等合計

91.00

25年度

0.00

6,364,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

#DIV/0! －

#DIV/0!

計画値

－

計画値

実績値 －

－

37.00

人

千円

0.25

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度

70.00

H27実績値

10,000一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

　狭小な河川の断面を、災害の起きにくい安全な河川へと改良整備を行い、市民への安全と災害防止を図る。

　合併当初から継続事業として引き継いだ河川の整備とともに、危険河川の調査及び整備計画の策定を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,486

24年度 25年度

国県補助金等

河川改良費

河川改良費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　当該河川に隣接する地域住民、または下流域の市民。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

河川改良事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,910

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｍ

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

ｍ

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
河川整備率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

10,000

指標（整備率）
当該年度整備済延長/当該年度計
画総延長
実績値は単年度ベース
２4年度については用地補償調査
のため計画値はない

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

10,000

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,091

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,878

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 17

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
1

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

057 建設部 建設課（河川改良事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

×

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

0.00

特命担当課長　蔵城大介

チェック

◎当該年度で発生した災害を復旧するものであり、計画的な事
業
ではないが、発生後は復旧が完了するまでを事業期間とするた
め、目的達成ができる内容である。
ただし、気象条件や工事作業用地の確保等で時間をようするこ
と
があり次年度に繰り越すこともある。
平成24年度の災害は発生していない。

◎人件費削減及び部分的に作業委託も考えられるが、補助金申
請や災害査定受験等難しい面もある。
災害復旧工法については国及び県の指針により工法が決まって
おりコスト削減が困難である。

◎地元住民の通報及び市職員のパトロールにより発見した災害
箇所の調査を行い災害申請を行う。
災害発生から査定終了後、査定設計書作成、工事発注となり相
当の時間を要する。そのため、災害発生後の速やかな復旧とは
ならず地元住民に待ってもらうなど事務処理の簡素化が求めら
れる。
◎市民の通報等により災害申請を行っても全てが認定されない
場合、また通報を受けても災害として認定できない軽微な箇所
があり、全てのニーズに反映できない場合がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.90

57,835

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県委託県道道路維持費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

58

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

158,850

0.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

0.00

－

12.00 35.00

0.00 0.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

79.00

合計

人

指　標　名　等

47,326

必要人員

78,194

－

4,538,571.43

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

道路、河川災害復旧事業

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 78,194,000

35.00

一般財源等合計

233.00

25年度

12.00

158,850,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

－

291.67% －

6,516,166.67

計画値

－

計画値

実績値 －

－

0.00

人

千円

0.80

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度H27実績値

2一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

災害で崩壊した箇所の復旧を行い機能維持を図る。

台風、梅雨前線等の豪雨により崩壊した道路の路肩、法面の復旧、河川の増水による護岸崩壊の原形復旧

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等151,449 101,015

24年度 25年度

国県補助金等

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市道、河川を利用する市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

道路・河川災害復旧事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 71,502

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

箇所

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
復旧件数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

2

平成24年度河川等公共施設災害
発生件数は12件
平成25年度河川等公共施設災害
発生件数は35件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

2

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,692

30,868

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

7,401

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
2

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

058 建設部 建設課（道路・河川災害復旧事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
2

26 3

2,915

1,000

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,467

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

1,060

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

○

○

1,060

法面の除草面積
人件費を除くコスト

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

㎡

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,060

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

急傾斜地維持管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

急傾斜指定区域の住民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

1,000

急傾斜地内の除草を行い、住民の安全、安心を確保する。

急傾斜地内の法枠内の除草

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,060 1,000

実績値

60一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度H27

人

千円

0.35

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

1,739.61

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

一般財源等合計

78.00

25年度

2,285.00

3,527,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,975,000

2,285.00
除草面積

－

実績値

計画値

－

1,543.54

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

35.00

合計

人

指　標　名　等

2,975

必要人員

3,975 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,285.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,527

2,285.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

59

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.30

2,527

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県委託県道道路維持費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

特命担当課長　蔵城大介

チェック

◎事業内容としては、急傾斜地の草刈り業務であるため、有効
性の検証はなじまない。

◎当年度での目標は達成できた。

◎急傾斜地崩壊対策事業実施箇所の管理は、本来県であり、市
が委託を受け実施している。また、危険も伴うため他の団体が
実施主体なるのは難しい。

◎急傾斜地の草刈り業務であり、危険が伴うため市民の参加は
難しい。

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

2,285.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

059 建設部 建設課（急傾斜地維持管理事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 29

施　 策 住宅対策の充実
1

継続

13,364

1,557

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

12,101

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた57,588

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

13,996

○

○

○

合計

×

○

○

×

×

○

○

○

×

13,996

年度末市営住宅等の管理戸数を計
上

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
使用料徴収率

指標化できない成果

計画値

実績値
入居者

活
動
・
結
果
指
標

使用料徴収金額
単位

単位

戸

単位

戸

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 12,924

人件費 57,591

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

8

市営住宅等維持管理事業

平成

24年度 25年度

国県補助金等

住宅管理費

住宅管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市営住宅等の入居者及び市営住宅の多様なニーズに対応した入居を希望する人。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

1,200

市営住宅の適正な管理を行うとともに、「ゆとりある住まい」づくりを推進する。

・市営住宅の適正な維持管理
・空き家になった市営住宅の入居募集
・住宅使用料の徴収率の向上

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等11,328 1,581

55,563

実績値

▲ 44,792一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度末市営住宅等の入居可能戸数
を計上。（計画値及び実績値は住
宅全戸数から老朽住宅等を控除し
たもの）

年度

61,439,900.00

人

千円

245.00

1.35

単位当たりコスト①

60,595,400.00

97.60

－

－

97.60

98.00

現年度分徴収率計画値

実績値

97.50

95.04 95.20

－

98.50% －

238.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

155.00

25年度

266.00

23,429,000

－

245.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

262.00

入居可能戸数
245.00

住宅管理戸数

－

実績値

計画値

100.00%

－

89,423.66

円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
入居戸数

対　前　年　比

戸

計画値

コ ス ト

計画値

147.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 30,832

必要人員

26,288 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

23,429,000

95,628.57

245.00

241.00

262.00

58,750,000.00

－

96.70 94.28

98.00 98.00

－

58,398,300.00

237.00

24年度 25年度

238.00

231.00

23,429,000

57,591,100.00

101,424.24

97.47%

238.00

住宅管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

現年度分徴収金額

年度末市営住宅等の入居戸数を計
上。
（計画値及び実績値は住宅全戸数
から老朽住宅等を控除したもの）

目標値
（目標年度）

年度

老朽住宅については、全体数から控
除している（入居戸数実績／入居可
能戸数）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

「住宅管理人（非常勤特別職等）」の予算計上による
経費の削減

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

23,429

266.00

年度

年度

住宅管理費

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

悪質な滞納者に対して、配達証明郵便などの手法を用い、一括納入
を促せた。（連帯保証人通知など）

解決できていない課題

・「住宅管理人」の導入。
・住宅使用料の徴収率を向上させるための取り組みとして、今後は電話
や訪問等のさまざまな方法を組み合わせて、入居者と日常的にコミュニ
ケーションを取っていく必要がある。
・住宅の建築年限の経過に伴い維持修繕を計画的に行っていく。

計画的な維持修繕費の計上③

住宅管理費

改善項目

裁判手数料等の予算計上

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

68

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.50

▲ 35,743

0826
（47）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住宅管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
井上　厚夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

青山　勝

チェック

空室になった市営住宅等の募集を速やかに行う。現年度徴収率
の向上に努める。老朽住宅の処遇。収入超過者・高額所得者に
対する対応。
（働きかけの必要性）

コストを縮減していくために、「住宅管理人」を置き、管理運
営形態を見直す必要がある。
　また、住宅使用料の徴収率を向上させるための取り組みとし
て、今後は電話や訪問等のさまざまな方法を組み合わせて、入
居者と日常的にコミュニケーションを取っていく必要がある。

市営住宅等の適正な管理は、ゆとりある住まいを形成していく
ために必要な事業でさる。

×

款 5

国や県と重複のない事務事業である

1

262.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

068 建設部 住宅政策課（市営住宅等維持管理事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 29

施　 策 住宅対策の充実
1

継続

12,111

4,893

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

7,260

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた15,863

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

47,602

○

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

×

47,602

老朽化が進んでいる市営住宅の除
却
コストは事業費＋人件費

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

8.00 －
定住促進団地分譲件数

単位 計画値 6.00

件 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
分譲団地整備進捗状況

指標化できない成果

計画値

実績値
市営住宅の除却進捗状況

活
動
・
結
果
指
標

公営住宅の応募倍率
単位

単位

戸

単位

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 31,679

人件費 10,094

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市営住宅等整備事業

平成

24年度 25年度

国県補助金等

住宅建設費

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

住宅ニーズに対応した市内・市外の方。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

9,288

魅力ある市営住宅の整備や定住促進事業、また、地域経済の活性化と市民の生活環境の向上を図るための事業を行うことに
より、快適で賑わいのあるまちづくりを進める。

老朽住宅の除却を行う。
市有地・民有地を活用した民間事業者による若者定住団地整備の支援事業を行う。
子育て・婚活世帯への定住促進を図るための補助事業を行う。
市民が行う住宅のリフォーム工事に対する補助事業を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等43,727 13,390

実績値

22,451一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

― 市営住宅跡地の団地整備面積
コストは事業費＋人件費

年度

4.00

H27

－

人

千円

H270.00

1.45

単位当たりコスト①

－

定住促進分譲団地の購入に対し市外から２世帯の申し込みがあった。リフォーム補助事業にお
いては、市内業者等の受注高が236,824千円となり地域経済の活性化を図ることができた。

77.55

10.00

8.00 8.00

－

－

77.55

87.65

H23年度から指標　H23～H28
整備予定面積(8406.79㎡)

計画値

実績値

100.0047.80

47.80 47.80

－

#DIV/0! －

0.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

0

合計

93.00

25年度

0.00

5,770,500

－

2,500.75

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 0

4.00

分譲団地整備面積
0.00

市営住宅の除却戸数

－

実績値

計画値

#DIV/0!

－

1,442,625.00

倍 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

126.00

合計

人

指　標　名　等

38,897

必要人員

43,790 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

#DIV/0!0.00

0.00

2,500.75

4.00

－

－

80.25 85.19

80.25 85.19

－

1.70

－

24年度 25年度

－

0.33

住宅建設費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H25募集戸数　21戸

市有地を利用した定住促進団地の
分譲戸数

目標値
（目標年度）

年度

H23年度から指標　H20～H28
用途廃止住宅戸数予定(81戸)

100.00

－

年度－

4.00

―

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

定住施策として市有地や民有地を活用した民間事業者
による若者定住団地整備の支援事業を実施

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

民間活力も含めた定住団地整備事業費の計上

安芸高田市に住めーる補助金等補助費の計上

50,987

0.00

H28 年度

H28 年度

H28

住宅建設費

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・安全面・環境面から経費がかかるため老朽化した市営住宅の除却
を行った。
・「子育て・婚活住宅新築等補助金」「安全・安心・住環境リ
フォーム普及促進事業」により、住環境の整備及び地域経済の活性
化を図ることができた。

解決できていない課題

・民間事業者の知識・技術を活用した分譲団地の整備の推進。
・長寿命化計画による計画的な修繕工事の予算確保。
・少子高齢化に伴う、総合的な定住施策の取り組み。

住まいを基軸とした定住促進対策③

住宅建設費

改善項目

市営住宅等の長寿命化

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

69

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.90

27,503

0826
（42）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
住田　一幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

住宅建設事業については、現在市の財政状況では厳しい状況が
あり、当面着手の予定はない。
市営住宅跡地及び遊休地を利用し定住促進に向けた分譲団地の
整備については、民間事業者を活用した事業を進めているが、
平成25年度に予定していた計画は周辺工事との調整があり、
完成が平成26年度となる。

老朽化した住宅については、安全面・環境面から経費がかかる
ため除却を行う。長寿命化計画を基に計画的に修繕及び改善を
行う。

低額所得者の住宅不足を緩和するためや、安全で快適な生活環
境を確保するために、市営住宅の整備は必要な事業である。
地域別に市営住宅の供給にばらつきがあり、地域ごとのニーズ
に答えられていない面がある。

○

×

款 8

国や県と重複のない事務事業である

5

2.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

069 建設部 住宅政策課（市営住宅等整備事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

5

7.00

チェック

不動産業者団体との連携・協力をするため協定を締結した。

市外からの空き家利用希望者が多数。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
住田　一幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.75

6,550

0826
（42）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

504

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

「空き家改修補助金」の計上住宅建設費

改善項目

空き家を活用した定住促進（人口増加対策）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

住宅建設費

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・不動産業者団体との協定を結ぶことにより活発的に情報交換等を
することができ、登録物件を増やすことができた。
・各イベントでのＰＲ活動や登録物件が増えたことにより、利用希
望者の登録件数を増やすことができた。
・「固定資産税台帳」により、空き家と思われる所在地・所有者等
資料収集を行なった。

解決できていない課題

・利用希望者に対し登録物件の件数が少ない。
・市外利用者からの空き家成立件数が少ない。
・空き家の実態把握ができていない。
・空家所有者等に対しての意向把握ができていない。

空き家等対策計画の策定③

空き家調査等経費の計上

空き家対策専門員による予備調査の実施

7,050

－

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

市内にある空き家物件の把握と空き家情報バンクへの
登録促進

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

売買及び賃貸契約成立件数

－

年度－

住宅建設費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

－

5.00

－

－ 13.00

－ －

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,409,000

53,533.33

45.00

計画値

コ ス ト

計画値

－

合計

人

指　標　名　等

#VALUE!

必要人員

0

#VALUE!

－

160,619.05

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

空き家バンク利用希望者登
録数

－

空き家情報バンク登録件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト －

21.00

一般財源等合計

77.00

25年度

－

3,373,000

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

#VALUE! －

#VALUE!

計画値

－

計画値

実績値 －

－

ー

人

千円

－

－

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

―

年度

7.00

H28

－

実績値

4,591一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

945

安芸高田市内に存在する空き家の有効活用を行うことにより、安芸高田市民と都市住民との交流拡大及び定住促進を図り地
域の活性化につなげる。

空き家情報をホームページ上に公開し、安芸高田市への定住等を目的としている空き家利用希望者への情報提供を行う。
新たな空き家物件の登録を促進する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,000 500

24年度 25年度

国県補助金等

住宅建設費

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

空き家所有者・空き家利用希望者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

空家バンク関係事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 －

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
成立件数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

6,836

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

×

合計

×

○

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

6,836

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた1,300

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

－

－

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,050

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 25

施　 策 住宅対策の充実
1

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

504 建設部 住宅政策課（空き家バンク関係事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 21

施　 策 住宅対策の充実
1

継続中

7,935

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,857

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた77,975

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

61,237

○

○

○

合計

×

×

○

×

×

○

×

×

×

×

61,237

管理戸数
取得戸数は240戸であるが、管
理人室及び集会室に要した2戸を
除した戸数
（平成２６年３月末現在）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
入居率

指標化できない成果

計画値

実績値
使用料徴収率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

戸

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 44,768

人件費 82,562

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

8

市有住宅管理事業

平成

24年度 25年度

国県補助金等

市有住宅管理費

市有住宅の管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市有住宅入居者及び安芸高田市内に、定住・就労・子育てを始めようとする人。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

市有住宅の適正な管理を行うとともに、「定住性の高い住まい」づくりを推進する。

①指定管理者制度による、市有住宅の適正な維持管理
②空室になった住宅の修繕及び入居募集
③住宅使用料の徴収
④団地の整備及び設備更新

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等46,394

86,890

実績値

▲ 16,738一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

入居戸数
取得戸数は240戸であるが、管
理人室及び集会室に要した2戸を
除した戸数
（平成２６年３月末現在）

年度

人

千円

236.00

0.95

単位当たりコスト①

就労・子育て世帯等に住宅を提供することで貢献している。退去から入居までの修繕期間を短縮し、入居
待ちの方の早期入居に努めている。
常友住宅は、洗濯パン及び暖房便座を設置し入居者の利便性の向上を目的としている。

94.50

－

－

96.63

99.00

平成26年度末現在
退去から入居までおよそ２カ月必要

計画値

実績値

93.70

99.20 97.90

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

88.00

25年度

238.00

38,130,977

－

225.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

238.00

入居戸数
223.00

管理戸数

－

実績値

計画値

98.73%

－

160,214.19

実績値

単位当たりコスト③

実績値
管理費

対　前　年　比

円

計画値

コ ス ト

計画値

82.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 34,187

必要人員

52,703 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

233.00

230.00

238.00

－

100.00 99.75

99.00 99.00

－

36,042,454.00

24年度 25年度

37,780,500.00

38,130,977.00

105.79%

38,271,500.00

市有住宅管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24年度より指標。
市有住宅３団地を指定管理者制度
により管理を委託する。
管理費は、指定管理費+その外管
理費目+職員人件費（市有住宅人
件費0.55人で計算）

目標値
（目標年度）

年度

現年度分徴収率
徴収率　見込み

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

甲田住宅　便器及びガス給湯器更新・暖房便座設置・
ガス設備更新・駐車場整備

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

平成２６年度予算へ計上

53,251

238.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

H24　指定管理者制度の実施
H24　常友住宅　シャワー付き給湯器の更新及び構内駐車場の整備
H25　常友住宅　便器更新・暖房便座及び洗濯パン設置

解決できていない課題

郡山住宅　　駐車場舗装面老朽
常友住宅　　駐車場が未舗装

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

518

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.85

▲ 29,311

0826
（42）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市有住宅の管理に関する経費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小玉　勝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

課長　青山　勝

チェック

空き室については、速やかに修繕を行い入居準備をしている。

平成24年度より指定管理者制度を導入し、市有住宅管理に迅
速的に対応している。

市の定住施策として、住宅の提供及び快適な生活を営む上で必
要な事業である。

○

款 5

国や県と重複のない事務事業である

2

238.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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